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令和５年度事業計画

Ⅰ 普及啓発及び研修事業（公益目的事業 １） ・・・４,７１７,６００円

１ 普及啓発に資する講演会（定款第４条第１項第２号該当事業）
（１）不動産鑑定評価制度の啓発を目的に、一般県民等を対象にした講演会を年１回実

施する。開催日時等は、ポスターやチラシの配布の他、ホームページ及び県広報等

により広く呼びかけを行う。

※講演内容・講師、実施時期等は、広報委員会で検討する。

（２）所要直接経費（講師料、会場費等） 1,525千円

２ 無料相談会の開催（定款第４条第１項第３号該当事業）
（１）県民の関心の高い不動産鑑定に関わる諸問題に対応するため、無料相談会を次の

とおり開催する。

・１月、１０月を除く各月の原則第１木曜日（４、５月は第２木曜日）に実施する。

・１０月は、国土交通省が定める土地月間にあわせ、前橋市以下１０市役所を会場

に実施する。

・実施日及び会場については、ホームページに掲載するほか、市町村広報等により

広く呼びかけを行う。

また、他業等からの相談会開催等への相談員派遣要請があった場合には、理事会

で協議の上、派遣を行う。

（２）所要直接経費（相談員報酬、会場費等） 1,000千円

３ 研修会等講師派遣（定款第４条第１項第４号該当事業）
（１）群馬県県土整備部が実施する用地事務研修会等、要請を受け随時協会から講師の

派遣をおこなう。

（２）所要直接経費（講師報酬等） 100千円

Ⅱ 協会調査及び情報提供事業（公益目的事業２） ・・・７,67３,5００円

１ 取引事例作成（定款第４条第１項第７号該当事業）
（１）最新の土地取引価格情報を把握するためのインフラとして国土交通省が不動産取

引価格情報提供制度を実施している。その運用は連合会に委ねられており、事例作

成及び入力が連合会から協会への委託事業と位置づけられている。

委託費は、１件あたり５００円（事例作成費）とされている。

（２）所要直接経費 （事例作成・年間５,２００件） 2,600千円
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２ 群馬県内における住宅取得価格と勤労所得に関する調査
（定款第４条第１項第６号該当事業）

（１）社団法人発足以来継続してきた調査で、今年度も県内１４市町の住宅地域におけ

る平均的規模の土地・建物の価格を調査し、平均年収との関連などを検討し、公表

する。

（２）所要直接経費（資料代、コピー代等） 100千円

３ 地価マップの公開（定款第４条第１項第４号該当事業）
（１）地価公示の標準地、地価調査の基準地の場所及び地価情報等をＷｅｂ上に表示し、

県民の利便性の向上を図る。

（２）所要直接経費（システム運用負担金） 165千円

Ⅲ 地価調査及び頒布事業(公益目的事業３) ・・・28,488,000円

１ 地価調査（定款第４条第１項第４号該当事業）
（１）地価調査は地価公示とともに土地評価の根幹をなすもので、毎年度７月１日現在

の基準地の価格調査を、協会が群馬県から受託し、実施する。

（２）所要直接経費（鑑定評価員報酬） 26,791千円

２ 冊子頒布（定款第４条第１項第４号該当事業）
（１）地価公示、地価調査について、その詳細を冊子にまとめ頒布している。

（２）所要直接経費（印刷製本代） 400千円

Ⅳ 固定資産税評価関係事業（公益目的事業４） ・・ 40,435,600円

○ 固定資産税評価関係（定款第４条第１項第４号該当事業）
（１）３年毎の評価替えの間の年に、会員が行う時点修正のための評価関係事務を実施

する。

（２）所要直接経費（鑑定評価報酬） 33,870千円

Ⅴ その他事業 ・・・6,261,300円

１ 共益事業
○ 会員研修等（定款第４条第１項第１号該当事業）
（１）会員の資質向上を図るため、研修会、会員交流会を開催する。

（２）所要直接経費 3,459千円

２ 事例閲覧事業
○ 取引事例閲覧（定款第４条第１項第５号及び７号該当事業）
（１）連合会事業として全国統一のシステムにより実施する取引事例閲覧を、連合会か

らの委託業務として実施する。

（２）所要直接経費 2,792千円


